
平成平成平成平成 25252525 年度年度年度年度決算における決算における決算における決算における十和田市の健全化判断比率十和田市の健全化判断比率十和田市の健全化判断比率十和田市の健全化判断比率    

及び公営企業の資金不足比率及び公営企業の資金不足比率及び公営企業の資金不足比率及び公営企業の資金不足比率の公表についての公表についての公表についての公表について    

 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（以下、「財政健全化法」）に基づき、平成 25

年度の健全化判断比率と公営企業の資金不足比率を算出しましたので公表します。 

 

 

健全化判断比率は、４指標とも国の定める早期健全化基準未満になりました。４指標の

比率は、次のとおりです。 

☆☆☆☆    健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率    

実質赤字比率   

（％） 

連結実質赤字比率

（％） 

実質公債費比率 

（％） 

将来負担比率 

（％） 

- 

（12.56） 

<20.00> 

- 

（17.56） 

<30.00> 

12.7 

（25.0） 

<35.0> 

60.1 

（350.0） 

- 

1. 実質赤字比率及び連結実質赤字比率の欄の「-」は、実質赤字額及び連結実質赤字額が

ないことを表します。 

2.（ ）内の数値は、十和田市における早期健全化基準を表します。 

3. < > 内の数値は、十和田市における財政再生基準を表します。 

 

 

資金不足比率においては、いずれの公営企業も財政健全化法に基づく資金不足額は生じ

ておりません。 

☆☆☆☆    資金不足比率資金不足比率資金不足比率資金不足比率    

公 営 企 業 会 計 の 名 称 資金不足比率（％） 

水 道 事 業 会 計 - （20.0） 

下 水 道 事 業 会 計 - （20.0） 

病 院 事 業 会 計 - （20.0） 

地方卸売市場事業特別会計 - （20.0） 

温 泉 事 業 特 別 会 計 - （20.0） 

1. 資金不足比率の欄の「-」は、資金の不足額がないことを表します。 

2. （ ）内の数値は、経営健全化基準を表します。 



　地方公共団体の財政の健全化に関する法律（財政健全化法）に基づき、平成25年度財政健全化判断

比率及び公営企業の資金不足比率を算出した。なお、算出された比率の小数点以下の取扱いについて

は、国の基準に基づき処理をしている。

（参考） （単位：千円）

【早期健全化基準について】

（参考）資金剰余額 （単位：千円）

【経営健全化基準について】

　（　）内の数値は、経営健全化基準である。資金不足比率が経営健全化基準以上となった場合は、外部

監査を踏まえた経営健全化計画を議会の議決を経て定め、速やかに公表するとともに、総務大臣・県知事

へ報告し、毎年度、その実施状況を議会に報告し、公表しなければならない。

　資金不足比率の経営健全化基準は全国の市町村共通の比率である。

温泉事業特別会計 －%(20.0%) －%(20.0%) 温泉事業会計 48 835

地方卸売市場事業特別会計 －%(20.0%) －%(20.0%) 市場事業会計 15,319 7,340

病院事業会計 －%(20.0%) －%(20.0%) 病院事業会計 135,204 0

下水道事業会計 －%(20.0%) －%(20.0%)
下水道事業会計 256,083 247,266

水道事業会計 －%(20.0%) －%(20.0%) 水道事業会計 2,153,606 2,180,917

　（　）内の数値は、早期健全化基準である。４つの健全化判断比率のうち、いずれかがこの早期健全化

基準以上となった場合は、外部監査を踏まえた財政健全化計画を議会の議決を経て定め、速やかに公表す

るとともに、総務大臣・県知事へ報告し、毎年度、その実施状況を議会に報告し、公表しなければならな

い。

　①実質赤字比率と②連結実質赤字比率の早期健全化基準は市町村の財政規模に応じ定められ、③実質公

債費比率と④将来負担比率の早期健全化基準は全国の市町村共通の比率である。

会計名

⑤資金不足比率

平成25年度 平成24年度 平成25年度 平成24年度

③実質公債費比率 12.7%( 25.0%) 13.4%( 25.0%)

④将来負担比率 60.1%(350.0%) 83.2%(350.0%)

②連結実質赤字比率 －%(17.56%) －%(17.56%)

平成25年度健全化判断比率及び公営企業の資金不足比率

比率名

健全化判断比率

平成25年度 平成24年度 平成25年度 平成24年度

連結実質黒字額 4,238,774 3,949,887

①実質赤字比率 －%(12.56%) －%(12.56%) 実質黒字額 1,256,137 1,174,218



《補足説明》

①実質赤字比率

　

　（参考）

・実質黒字額（一般会計等） 千円 千円

・標準財政規模 千円 千円

・実質黒字比率 % %

【用語の説明】

注２）実質赤字額とは、繰上充用額＋支払繰延額＋事業繰越額をいう。

　 　・繰上充用額＝歳入不足のため、翌年度の歳入を繰り上げて充用した場合の額

　・支払繰延額＝実質上、歳入不足のため、支払を翌年度に繰り延べた額

　・事業繰越額＝実質上、歳入不足のため、事業を繰り越した額

6.72 6.30

注１）一般会計等とは、国民健康保険事業、後期高齢者医療、介護保険事業等の特別会計及び

　　　公営企業（地方公営企業法又は地方財政法施行令第37条の事業をいう。）以外の会計を

　　　いう。（※本市では、一般会計のみとなり、卸売市場事業と温泉事業は、ここでは公営

　　　企業扱いとなる。）

　※なお、支払繰延額及び事業繰越額は、ともに歳入が不足することに起因して故意に支

　　払や事業を繰り越すものであり、通常は行われない。

注３）標準財政規模とは、標準的に収入しうる経常の一般財源（標準税収入＋普通交付税＋地

　　　方譲与税＋交通安全対策特別交付金＋臨時財政対策債発行可能額）をいう。

平成25年度 平成24年度

1,256,137 1,174,218

18,690,976 18,614,784

「「「「実実実実質質質質赤赤赤赤字字字字比比比比率率率率」」」」ととととはははは、、、、一一一一般般般般会会会会計計計計等等等等（（（（注注注注１１１１））））のののの実実実実質質質質的的的的なななな赤赤赤赤字字字字のののの度度度度合合合合いいいいをををを指指指指標標標標化化化化ししししたたたたももももののののでででで、、、、一一一一般般般般会会会会計計計計

等等等等のののの実実実実質質質質赤赤赤赤字字字字額額額額（（（（注注注注２２２２））））をををを標標標標準準準準財財財財政政政政規規規規模模模模（（（（注注注注３３３３））））でででで除除除除ししししたたたたももももののののでででで算算算算出出出出さささされれれれるるるる。。。。ここここのののの比比比比率率率率がががが高高高高くくくくななななるるるるほほほほ

どどどど、、、、一一一一般般般般会会会会計計計計等等等等のののの財財財財政政政政状状状状況況況況がががが悪悪悪悪化化化化ししししてててていいいいるるるるここここととととととととななななりりりり、、、、一一一一般般般般会会会会計計計計等等等等のののの健健健健全全全全化化化化にににに向向向向けけけけたたたた厳厳厳厳ししししいいいい取取取取組組組組がががが必必必必

要となる。要となる。要となる。要となる。

　この比率は、

実質赤字額 で算出され、本市では実質収支が黒字のた実質収支が黒字のた実質収支が黒字のた実質収支が黒字のた

め、「－」％め、「－」％め、「－」％め、「－」％で表示している。標準財政規模



②連結実質赤字比率

　

　（参考）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

% %

【用語の説明】

注４）連結実質赤字額とは、「一般会計及び公営企業以外の特別会計にあっては各会計ごとの

　　　実質赤字又は実質黒字」、「公営企業にあっては各会計ごとの資金の不足額又は資金の

　　　剰余額（注５）」をすべて合算し、その額が負となった場合の額をいう。

注５）資金の不足額（剰余額）とは、公営企業において一般会計等の実質赤字（黒字）に相当

　　　するもので、公営企業法の適用を受ける会計及び適用を受けない会計で、それぞれ次の

　　　ように算出される。（正の値の時は不足額、負の値の時は剰余額）

　　　・法適用企業＝流動負債＋建設改良費以外の地方債の現在高－流動資産

　　　・法非適用企業＝実質赤字額＋建設改良費以外の地方債の現在高

　　　※不足額が生じ、解消可能資金不足額（注６）がある場合は、解消可能資金不足額が不

　　　　足額から控除されるが、控除額の方が大きい場合は算定上のルールとして０千円とな

　　　　る。

注６）解消可能資金不足額とは、事業の性質上、事業開始後一定期間、構造的に資金の不足額

　　　が生じる等の事情がある場合において、資金の不足額から控除する額及び建設改良費以

　　　外の経費の財源に充てるために起こした地方債（本市は公立病院特例債が該当）の現在

　　　高の合算額をいう。

・標準財政規模 18,690,976 18,614,784

・連結実質黒字比率 22.67 21.21

　　温泉事業特別会計の資金の剰余額 48 835

　　地方卸売市場事業特別会計の資金の剰余額 15,319 7,340

　　下水道事業会計の資金の剰余額 256,083 247,266

　　病院事業会計の資金の剰余額 135,204 0

　　後期高齢者医療特別会計の実質の黒字額 12,428 11,943

　　水道事業会計の資金の剰余額 2,153,606 2,180,917

　　国民健康保険事業特別会計の実質の黒字額 256,083 307,953

　　介護保険事業特別会計の実質の黒字額 153,866 19,415

・連結実質黒字額 4,238,774 3,949,887

　　一般会計等の実質の黒字額 1,256,137 1,174,218

　この比率は、

連結実質赤字額 で算出され、本市では連連連連結結結結実実実実質質質質収収収収支支支支がががが黒黒黒黒字字字字のののの

ため、「－」％ため、「－」％ため、「－」％ため、「－」％で表示している。標準財政規模

平成25年度 平成24年度

「「「「連連連連結結結結実実実実質質質質赤赤赤赤字字字字比比比比率率率率」」」」ととととはははは、、、、そそそそのののの団団団団体体体体のののの全全全全会会会会計計計計をををを合合合合わわわわせせせせたたたた実実実実質質質質的的的的なななな赤赤赤赤字字字字のののの度度度度合合合合いいいいをををを指指指指標標標標化化化化ししししたたたたもももものののの

でででで、、、、公公公公営営営営企企企企業業業業会会会会計計計計等等等等をををを含含含含めめめめたたたた全全全全部部部部のののの会会会会計計計計をををを合合合合算算算算（（（（連連連連結結結結））））ししししてててて得得得得たたたた連連連連結結結結実実実実質質質質赤赤赤赤字字字字額額額額（（（（注注注注４４４４））））をををを標標標標準準準準財財財財政政政政

規規規規模模模模でででで除除除除ししししたたたたももももののののでででで算算算算出出出出さささされれれれるるるる。。。。ここここのののの比比比比率率率率がががが高高高高くくくくななななるるるるほほほほどどどど、、、、多多多多額額額額のののの赤赤赤赤字字字字がががが発発発発生生生生ししししてててていいいいるるるる会会会会計計計計ががががああああるるるるとととと

いいいいううううここここととととととととななななりりりり、、、、市市市市全全全全体体体体ででででのののの財財財財政政政政健健健健全全全全化化化化にににに向向向向けけけけたたたた厳厳厳厳ししししいいいい取取取取組組組組がががが必必必必要要要要ととととななななるるるる。。。。（（（（赤赤赤赤字字字字のののの原原原原因因因因ととととななななっっっってててていいいい

るるるる会会会会計計計計ののののみみみみででででのののの健健健健全全全全化化化化がががが難難難難ししししいいいい場場場場合合合合はははは、、、、他他他他のののの健健健健全全全全なななな会会会会計計計計ににににもももも影影影影響響響響をををを及及及及ぼぼぼぼすすすすここここととととととととななななりりりり、、、、市市市市全全全全体体体体ででででのののの取取取取

組が必要となる。）組が必要となる。）組が必要となる。）組が必要となる。）



③実質公債費比率

　

　

（参考）

平成22年度

・元利償還金 千円

・特定財源 千円

・準元利償還金 千円

・算入公債費等の額 千円

・標準財政規模 千円

・単年度実質公債費比率・単年度実質公債費比率・単年度実質公債費比率・単年度実質公債費比率

平成23年度

・元利償還金 千円

・特定財源 千円

・準元利償還金 千円

・算入公債費等の額 千円

・標準財政規模 千円

・単年度実質公債費比率・単年度実質公債費比率・単年度実質公債費比率・単年度実質公債費比率

平成24年度

・元利償還金 千円

・特定財源 千円

・準元利償還金 千円

・算入公債費等の額 千円

・標準財政規模 千円

・単年度実質公債費比率・単年度実質公債費比率・単年度実質公債費比率・単年度実質公債費比率

平成25年度

・元利償還金 千円

・特定財源 千円

・準元利償還金 千円

・算入公債費等の額 千円

・標準財政規模 千円

・単年度実質公債費比率・単年度実質公債費比率・単年度実質公債費比率・単年度実質公債費比率

【用語の説明】

注８）特定財源とは、公営住宅使用料、国からの利子補給、貸付金の財源として発行した地方

　　　債にかかる貸付金の元利償還金、都市計画事業の財源として発行された地方債の償還額

　　　に充当した都市計画税等をいう。

注９）算入公債費等の額とは、地方債に係る元利償還及び準元利償還に要する経費として普通

　　　交付税の算定の際に算入される額をいう。

257,677

1,811,688

3,439,757

18,690,976

12.3%12.3%12.3%12.3%

注７）準元利償還金とは、次に示す額の合計額をいう。

　 　(1)満期一括償還地方債を30年元金均等年賦償還とした場合の１年当たりの額（本市該当

　　　  なし）

　 　(2)一般会計等からその他の会計への繰出金のうち、地方債の償還に充てたと認められる

　　　  もの

　 　(3)組合・事業団（組合等）への負担金・補助金のうち、組合等の地方債の償還に充てた

　　　  と認められるもの

　　 (4)債務負担行為に基づく支出のうち、公債費に準ずるもの

　　 (5)一時借入金の利子（本市該当なし）

288,371

1,924,670

3,480,320

18,614,784

12.6%12.6%12.6%12.6%

3,765,024

317,857

2,049,486

3,471,056

18,450,187

13.3%13.3%13.3%13.3%

3,758,874

305,876

2,188,982

3,385,632

18,571,433

14.4%14.4%14.4%14.4%

3,739,014

「「「「実実実実質質質質公公公公債債債債費費費費比比比比率率率率」」」」ととととはははは、、、、そそそそのののの団団団団体体体体がががが義義義義務務務務をををを負負負負ううううべべべべききききすすすすべべべべててててのののの借借借借入入入入金金金金のののの返返返返済済済済額額額額のののの度度度度合合合合いいいいをををを３３３３かかかか年年年年平平平平均均均均

でででで指指指指標標標標化化化化ししししたたたたももももののののでででで、、、、借借借借入入入入金金金金のののの返返返返済済済済額額額額及及及及びびびびここここれれれれにににに準準準準ずずずずるるるる額額額額のののの大大大大ききききささささをををを標標標標準準準準財財財財政政政政規規規規模模模模等等等等でででで除除除除ししししたたたたももももののののでででで

算算算算出出出出さささされれれれるるるる。。。。ここここのののの比比比比率率率率がががが高高高高くくくくななななるるるるほほほほどどどど、、、、他他他他のののの経経経経費費費費にににに使使使使ええええるるるる財財財財源源源源がががが少少少少ななななくくくくななななりりりり、、、、他他他他のののの経経経経費費費費をををを削削削削減減減減ししししてててて財財財財

政運営を行わなければならず、財政健全化へ向けた厳しい取組が必要となる。政運営を行わなければならず、財政健全化へ向けた厳しい取組が必要となる。政運営を行わなければならず、財政健全化へ向けた厳しい取組が必要となる。政運営を行わなければならず、財政健全化へ向けた厳しい取組が必要となる。

(元利償還金＋準元利償還金(注７))

　 　－ (特定財源(注８)＋算入公債費等の額(注９))

　この比率は、 の３か年平均で算出され、本

市は12.7％12.7％12.7％12.7％となる。
標準財政規模 － 算入公債費等の額

3,692,481



④将来負担比率

（参考）

　・将来負担額 千円 千円

　 　地方債の現在高 千円 千円

　債務負担行為に基づく支出予定額 千円 千円

　公営企業債等繰入見込額 千円 千円

　組合負担等見込額 千円 千円

　退職手当負担見込額 千円 千円

　設立法人の負債額等負担見込額 千円 千円

　連結実質赤字額 千円 千円

　組合等連結実質赤字額負担見込額 千円 千円

　・充当可能財源等 千円 千円

　充当可能基金 千円 千円

　特定財源の将来見込額 千円 千円

　交付税措置の将来見込額 千円 千円

　・標準財政規模 千円 千円

　・算入公債費等の額 千円 千円

　・　・　・　・将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率

【用語の説明】

⑤公営企業の資金不足比率

　

　

※資金の不足額が生じていても、解消可能資金不足額がある場合は、解消可能資金不足額が資金の不足額から

　控除される。

（参考）

　病院事業会計

　 ・資金の不足額(負の場合は剰余額） 千円 千円

　（流動負債＋公立病院特例債現在高－流動資産）

　 ・解消可能資金不足額（公立病院特例債現在高） 千円 千円

千円 千円

・資金不足比率・資金不足比率・資金不足比率・資金不足比率

・事業の規模（医業収益の額） 6,784,100 6,655,826

  -  %  -  %  -  %  -  %   -  %  -  %  -  %  -  %

平成25年度 平成24年度

△ 135,204 97,289

401,982 600,877

注11）充当可能財源等とは、①充当可能な基金　②特定財源の将来見込額　③交付税措置の将

　　　来見込額　の合算額

「「「「公公公公営営営営企企企企業業業業のののの資資資資金金金金不不不不足足足足比比比比率率率率」」」」ととととはははは、、、、公公公公営営営営企企企企業業業業会会会会計計計計ににににおおおおけけけけるるるる現現現現金金金金（（（（資資資資金金金金））））のののの不不不不足足足足額額額額のののの度度度度合合合合いいいいをををを指指指指標標標標化化化化しししし

たたたたももももののののでででで、、、、公公公公営営営営企企企企業業業業ごごごごととととにににに資資資資金金金金のののの不不不不足足足足額額額額をををを事事事事業業業業規規規規模模模模でででで除除除除ししししたたたたももももののののでででで算算算算定定定定さささされれれれるるるる。。。。ここここのののの比比比比率率率率がががが高高高高くくくくななななるるるる

ほど、経営に問題があることを表し、経営の見直しに向けた厳しい取組が必要となる。ほど、経営に問題があることを表し、経営の見直しに向けた厳しい取組が必要となる。ほど、経営に問題があることを表し、経営の見直しに向けた厳しい取組が必要となる。ほど、経営に問題があることを表し、経営の見直しに向けた厳しい取組が必要となる。

　この比率は、

企業ごとの資金の不足額－解消可能資金不足額 で算出される。本市ではい

ずれの公営企業でも生じて

いない。

事業の規模

3,439,757 3,480,320

60.1%60.1%60.1%60.1% 83.2%83.2%83.2%83.2%

注10）将来負担額とは、次に示す額の合計額をいう。

　　 (1)一般会計等の前年度末の地方債現在高

　 　(2)債務負担行為に基づく支出予定額（地財法第５条各号の経費等に係るもの）

　 　(3)一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等の負担見込額

　 　(4)加入する組合等の地方債の元金償還に充てる一般会計等の負担見込額

　 　(5)退職手当支給のうち、一般会計等の負担見込額

　 　(6)公社及び損失補償している第三セクター等の負債のうち、一般会計等の負担見込額

　 　(7)連結実質赤字額

　 　(8)組合等の赤字相当額で一般会計等の負担見込額

3,391,147 3,880,515

37,479,983 37,817,515

18,690,976 18,614,784

0 0

51,239,368 49,984,294

10,368,238 8,286,264

4,290,864 4,688,930

0 0

0 0

11,355 21,816

23,496,324 24,388,558

529,273 578,060

平成25年度 平成24年度

60,416,142 62,587,651

32,088,326 32,910,287

「「「「将将将将来来来来負負負負担担担担比比比比率率率率」」」」ととととはははは、、、、現現現現時時時時点点点点でででで、、、、一一一一般般般般会会会会計計計計等等等等がががが将将将将来来来来負負負負担担担担すすすすべべべべきききき総総総総額額額額のののの度度度度合合合合いいいいをををを指指指指標標標標化化化化ししししたたたたももももののののでででで、、、、

地地地地方方方方公公公公共共共共団団団団体体体体のののの一一一一般般般般会会会会計計計計のののの借借借借入入入入金金金金（（（（地地地地方方方方債債債債））））やややや将将将将来来来来支支支支払払払払ううううここここととととににににななななるるるる可可可可能能能能性性性性ののののああああるるるる負負負負担担担担等等等等のののの見見見見込込込込額額額額をををを

標標標標準準準準財財財財政政政政規規規規模模模模等等等等でででで除除除除ししししたたたたももももののののでででで算算算算出出出出さささされれれれるるるる。。。。ここここのののの比比比比率率率率がががが高高高高くくくくななななるるるるほほほほどどどど、、、、将将将将来来来来的的的的にににに財財財財政政政政をををを圧圧圧圧迫迫迫迫すすすするるるる可可可可能能能能

性が高いこととなり、財政健全化に向けた取組が必要となる。性が高いこととなり、財政健全化に向けた取組が必要となる。性が高いこととなり、財政健全化に向けた取組が必要となる。性が高いこととなり、財政健全化に向けた取組が必要となる。

　この比率は、

将来負担額(注10)　－　充当可能財源等(注11)
で算出され、本市は60.160.160.160.1％％％％と

なる。

標準財政規模　－　算入公債費等の額


